
 

    

 

 

 

２０２２ (令和４) 年度事業計画書 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２２年４月１日から 

２０２３年３月３１日まで 

 

公益財団法人 東京エムオウユウ事務局 
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１．基本方針 

アジア太平洋地域におけるポートステートコントロール（ＰＳＣ）の地域協力に

関する合意（東京ＭＯＵ）に基づく事務局の運営並びに域内各国のＰＳＣに係る職

員の研修等の企画及び実施に係る事業を的確に行い、海上航行の安全及び海洋環境

の保全に寄与する。 

 

２．各事業の計画 

（１）東京ＭＯＵに基づく事務局の運営 

① 委員会の準備、文書の回章及び報告 

２０２２年１１月にペルーにおいて開催される第３３回ＰＳＣ委員会及び第

１６回技術作業部会に向け、資料の作成等準備作業を的確に行い、円滑な会議運

営を図る。委員会終了後、速やかに報告書を作成し、次回会合までの検討課題等

を明確にするとともに当該課題を検討するためのインターネット会議の管理・運

営を行う。   

② ＩＭＯ、他地域ＭＯＵ等との調整 

ＩＭＯ（国際海事機関）の関係小委員会、パリＭoＵのＰＳＣ委員会等に出席

し、東京ＭＯＵの活動状況を紹介するとともに、検査基準の調和、技術協力等に

ついて協議する。 

③ 情報収集及び提供 

ＰＳＣ委員会の決定事項やＰＳＣに関する各種年間データをとりまとめた２

０２１年年次報告書を作成し、関係者に配布するとともに、英文ウェブサイト上

で公表する。 

また、ＰＳＣデータベース、航行停止処分リスト、劣悪船リスト等ＰＳＣに関

する最新情報をウェブサイト上でタイムリーに公表する。さらに、加盟当局等の

みがアクセスできる部内ウェブサイトを通じ、会議や研修等に関する情報提供を

行い、情報の共有化を推進する。 

域内ＰＳＣ情報システム（Asia Pacific Computerized Information System（Ａ

ＰＣＩＳ））の更なる改良等について、ＡＰＣＩＳ管理者と検討を進める。 

④ 域内でのＰＳＣの円滑な実施 

条約改正等に対応し、ＰＳＣマニュアルを逐次改訂する。 

さらに、途上国の能力向上を図るため、希望する国に対しピアサポートレビ

ューチームを派遣し、改善策等を提言する。今年度はインドネシアにピアサポ

ートレビューチームを派遣する。 

⑤ 加盟当局資格適確性審査 

第２９回ＰＳＣ委員会（２０１８年１１月開催）にて準加盟当局として認め

られたメキシコが準加盟当局として定められた期間の活動を問題なく行ったた

め、ＭＯＵの規定及びＰＳＣ委員会の決定に基づき、同国に加盟当局資格適確

性審査チームを派遣し、正式加盟当局としての妥当性について審査を行う。 

（２）ＰＳＣに係る職員の研修等の企画及び実施 

① 一般研修 

２０２２年８～９月、新任又は再教育が必要なＰＳＣ検査官を対象に、座学及
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び船上訓練で構成する研修（座学１週間、船上訓練２週間）を日本で実施すると

ともに、これに先立ち本研修参加者に対し遠隔学習（Distance Learning）によ

る事前学習を実施する。本コースには、ＩＭＯの資金負担等により他地域ＭＯＵ

からの研修生も受け入れる。研修生は２３名程度を予定し、当財団は、東京ＭＯ

Ｕ域内の途上国研修生約１５名に旅費等を支援する。 

なお、新型コロナウィルスの世界的感染状況により対面方式での研修の実施が

困難な場合には、オンライン方式にて実施する。 

② セミナー 

２０２２年９月から実施される集中検査キャンペーンに係る検査ガイドライ

ンの徹底、ＰＳＣに関する最近の問題の周知等のため、本年７月にウラジオスト

ックにおいて１週間のセミナーを開催する。約２５カ国・地域から３０名程度の

参加を予定しており、当財団は、東京ＭＯＵ域内の途上国参加者約１０数名に旅

費等を支援する。 

なお、新型コロナウィルスの世界的感染状況により対面方式での開催が困難な

場合には、オンライン方式にて開催する。 

③ 専門研修 

ばら積貨物船の安全をテーマにした研修をカナダがホストとなってオンライ

ン方式にて開催する。約２５カ国・地域から５０名程度の参加を予定している。 

本件は、昨年度、２０２２年３月上旬に実施を予定し準備をほぼ完了していた

が、ロシアのウクライナ侵攻の影響により延期を余儀なくされたものである。 

④ 専門家派遣 

途上国からの要請を踏まえ、各国の実情に対応した専門家を派遣し、研修を実

施する。本年度は、５カ国程度への派遣を予定し、当財団は、専門家の派遣旅費

等を支援する。特に今年度は（３）に記載するＭＥＰＳＥＡＳプロジェクトへの

協力の一環として、専門家を同プロジェクト参加国のうち東京ＭＯＵに加盟して

いる４か国（インドネシア、マレーシア、タイ及びベトナム）に派遣する。 

なお、新型コロナウィルスの世界的感染状況により集合研修が困難な場合であ

って受入国が希望する場合にはオンライン方式により開催する。 

⑤ 検査官交流 

域内ＰＳＣの調和を促進するため、各国間での検査官の交流を企画・実施する。

本年度は１０数名の交流を予定し、当財団は、旅費等を支援する。 

（３）ＭＥＰＳＥＡＳプロジェクトへの協力 

ＩＭＯがNorwegian Agency for Development Cooperation（ＮＯＲＡＤ）の資金

提供を受け、東南アジア諸国７か国において２０１８年から４年間の計画で実施し

ている海洋環境保護関係条約の実施促進プロジェクト（ＭＥＰＳＥＡＳプロジェク

ト）の戦略的パートナーとして、同プロジェクトのハイレベル地域会合（今年度は

ベトナムにて開催予定）に出席し、進捗状況の確認、協力方法に関する意見交換等

を行うとともに、同プログラムの下での人材育成事業に対し東京ＭＯＵの技術協力

プログラムを活用した協力を行う。 

（４）ブラックリスト国の旗国パーフォーマンス向上のための事業 

 東京ＭＯＵが毎年公表している年次報告書の中では、検査対象船舶の選定に資す

るため、過去３年間の拘留率を基に行った統計処理に基づき旗国を格付けした表を
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掲載している。日本財団の支援を受け、基準不適合船の温床となっている域内の低

格付けの旗国（ブラックリスト国）の旗国パーフォーマンス向上への意識付けを行

うため、これら旗国当局の政策担当者数名を招集し、旗国としての責務に関する講

義、旗国パーフォーマンス向上事例の紹介等を内容とするセミナーをベトナムにお

いてカンボジア、キリバチ、モンゴル及びパラウの政策実務者を招聘して実施する。

本事業は２０１９年度に実施を予定していたが新型コロナウィルス感染症拡大の拡

大により中止を余儀なくされ２０２０年度に事業延長したものの実施できず、昨年

度改めて実施する計画であったが、同様の事情で実施できなかったものである。 

なお、今年度においても新型コロナウィルス感染症の世界的拡大が収束せず対面

方式での完全実施が困難な場合には、ハイブリッド方式（対面・オンライン方式併

用）又はオンライン方式での開催に切り替え実施する。 

（５）管理業務 

① 公益法人関係基準の遵守 

今後とも、公益法人関係基準を遵守し適正な運営に努める。 

② 財産の運用 

資金管理規程を遵守し、運用を行う。 


